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1．はじめに 

近年，急速に発達した爆弾低気圧や日本海寒帯気団収束

帯（JPCZ）などによってもたらされる暴風雪や大雪に伴い，

多数の車両の立往生や長時間に亘る通行止めなどの障害が

度重なって発生している．筆者らは，暴風雪・大雪災害の

被害軽減に資するために，一回の暴風雪や大雪の厳しさを

評価する指標として，「障害度（道路路線・区間の障害を

段階的に示す線的な指標）」と「警戒レベル（道路ネット

ワークの障害や地域の災害の規模を示す面的な指標）」を

提示した 1)-3)．本論文では，道路計画や維持管理の判断支援

材料となるよう，暴風雪は新潟県以北，大雪は積雪地域を

対象に，上記評価指標などの発生頻度や地域性を把握する

ためのハザードマップを開発した過程とその特徴を示す． 

 

2．ハザードマップの要件の整理 

「ハザードマップ」とは，一般的に「自然災害による被

害の軽減や防災対策に使用する目的で，被災想定区域や避

難場所・避難経路などの防災関係施設の位置などを表示し

た地図」4)とされる．例えば，洪水や高潮において浸水が想

定される区域や水深を表現したものと，土砂災害の警戒区

域や道路防災情報の道路冠水想定箇所のように，あらかじ

め条件を設定し表現したものがある．上記を踏まえて，一

回の暴風雪および大雪のハザードマップに求められる要件

と具体例について，国土交通省本省や北海道開発局を例と

表－１ 道路管理・利用における暴風雪および大雪のハザードマップの要件と具体例 

ハザードマップ 

利用者 
利用場面 役割や目的 ハザードマップに求められる要件 具体的な指標，マップの候補 

国土交通省本省 

 

北海道開発局 

本局 

計画段階 道路計画 

発生時の体制検討（統括） 

など 

 災害の規模，発生頻度，地域が開発
建設部，振興局レベルの地域分けで

判断できる 

・警戒レベルの基準値・マップ（静的） 

事象 

発生時 

本部，関係機関との連絡体

制確保 

情報収集・共有 など 

 開発建設部，振興局レベルで発生し

ている，発生が予想される災害の規
模がわかる 

 各地域の障害状況がわかる 

・警戒レベルの現況値，予測値・マップ（動的） 

・障害度，吹雪量，視程マップ（動的） 

現業の 

道路管理者 

 

※開発建設部本
部，道路事務所，
維持業者 

計画段階 道路・防雪計画 

発生時の体制検討（タイム
ライン，維持管理体制な

ど） など 

 発生しうる災害規模，頻度が管轄・
隣接区域単位でわかる 

 地域内の視程，吹きだまり障害多発

区間，箇所がわかる 

・警戒レベルの基準値・マップ（静的） 

・障害度マップ（静的） 

事象 

発生時 

体制の構築，対応の検討・

判断 

情報収集・共有 

維持管理作業（除雪，巡回，

通行止め管理） など 

 発生している，発生が予想される災

害規模が管轄・隣接区域でわかる 

 路線，区間単位の視程，吹きだまり
障害の現況，予測がわかる 

・警戒レベルの現況値，予測値・マップ（動的） 

・障害度，吹雪量，視程マップ（動的） 

道路利用者 計画段階 障害多発地域，区間の把握  災害の規模，発生頻度が大きい地域
がわかる 

 地域内の視程，吹きだまり多発区
間，箇所がわかる 

・警戒レベルの基準値・マップ（静的） 

・障害度マップ（静的） 

事象 

発生時 

危険地域，区間の把握 

安全運転の強化，自粛など 

 発生している，発生が予想される管
轄・隣接区域の災害規模がわかる 

 路線，区間単位の視程，吹きだまり

障害の現況，予測がわかる 

・警戒レベルの現況値，予測値・マップ（動的） 
・障害度，吹雪量，視程マップ（動的） 
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した道路管理の体制，およびヒアリング結果 5)を基に整理

した（表－１）．ハザードマップに求められる要件は，「利

用者」（国土交通省本省・北海道開発局本局，現業の道路

管理者（開発建設部本部，道路事務所，維持業者），道路

利用者）や，「利用場面」（計画段階（事前対応），事象

発生時（その前後を含む））によって異なると考えられる．

利用場面のうち「計画段階」では，道路計画や維持管理体

制の検討時，ならびに道路利用者への平常時の注意喚起と

して，過去の気象データを用いた“静的”なハザードマッ

プの利用が想定される．また，「事象発生時」では，暴風

雪や大雪が発生した時の管理（タイムラインやモニタリン

グなど）に，気象の現況値や予測値を用いた“動的”また

は“リアルタイム”なハザードマップの利用が想定される．

本開発では，道路管理者や道路利用者が「計画段階」で活

用することを想定した，“静的”なハザードマップを対象

とした．このハザードマップは，地方自治体での暴風雪や

大雪のリスク把握など，表－１で設定していない利用者に

とっても有用であると考えられる． 

つぎに，暴風雪・大雪のハザードマップのコンセプトに

ついて考える．暴風雪・大雪における「ハザード」は，事

象の「規模」のみでなく，それに伴う交通障害などの「発

生頻度」もあげられる．その理由として，暴風雪や大雪は，

主に交通障害などを誘発することにより災害へと発展する

ことから，長期間で考えた場合，既往最大の「規模」を示

すほかに，交通障害などが発生する「規模」における「発

生頻度」も，ハザードマップの重要な表示要素と考えられ

るためである。 

 

3．ハザードマップの表示要素および表示方法 

2 章を踏まえて，暴風雪・大雪のハザードマップの表示

要素（規模・発生頻度），および表示方法を検討した． 

3.1 ハザードマップの表示要素 

3.1.1 暴風雪および大雪の規模 

暴風雪および大雪の規模を示す要素として，道路路線・

区間の厳しさを評価する段階的な指標である「障害度」1)を

採用した（表－２）．また，既往最大の厳しさを把握する

ために，吹きだまり深さ 2)および降雪量の 24時間最大値を

採用した．加えて，冬期間の吹雪および降雪の度合いを示

すために，一冬期間の累積吹雪量および降雪量を採用した． 

3.1.2 暴風雪および大雪の発生頻度 

暴風雪および大雪の発生頻度は，災害の規模により厳し

さを評価する指標である「警戒レベル」（表－３）のうち，

道路交通に影響を与える警戒レベル 3 の再現期間が 1～2

年，レベル 4 が 2～10 年，レベル 5 が 10 年超となること

を参考に 2) ,3)，以下の 4段階を基準とした．  

(1)  1回未満/10年 ， (2)  1回以上/10年 

(3)  5回以上/10年（1回/2年以上） 

(4)  10回以上/10年（1回/1年以上） 

3.2 ハザードマップの表示方法 

ハザードマップの表示方法について，3.1.1および 3.1.2

項に基づき，以下に示す 3パターンを設定した．これらの

表示方法で考えられる特徴を表－４に整理した． 

パターン①：統計値（規模・発生頻度）を直接表示する 

パターン②：複数の要素を組み合わせて表示する 

パターン③：複数の要素を組み合わせた危険性を階級化

して表示する 

 

4．暴風雪および大雪のハザードマップの作成 

4.1 使用データおよびその補正方法 

暴風雪・大雪の“静的な”ハザードマップの作成に際し，

表－２ 暴風雪および大雪の障害度 1) 

障害度 暴風雪の数値基準 大雪の数値基準 

障害度 1 

視程 50m 未満（吹雪量

300kg/m/h以上）が3～6時

間継続 

時間降雪量の積算値 

40cm以上/24h 

障害度 2 

視程 50m 未満（吹雪量

300kg/m/h以上）が 6時間

以上継続 

時間降雪量の積算値 

40cm以上/12h 

障害度 3 

吹きだまり深さ 20cm 以

上/3h（吹雪量 3000kg/m/3h

以上）が発生 

時間降雪量の積算値 

20cm以上/3h 

表－３ 暴風雪および大雪災害の警戒レベルと再現期間 2) ,3) 

警戒 

レベル 
暴風雪および大雪災害の規模 再現期間 

1 除雪 － 

2 平均旅行速度の低下 － 

3 通行止めまたは立往生 1～2年 

4 通行止め＋除雪作業困難 2～10年 

5 
通行止め＋集落孤立 

（自衛隊災害派遣など） 
10年超 

 表－４ 暴風雪と大雪のハザードマップの表示方法（3パターン），考えられる特徴，ならびに表示要素 

表示方法 特 徴 表示要素 

パターン①： 

統計値 

暴風雪・大雪による障害や道路管理，地域，路線に精通した道路管理者向けである． 

一方で，道路利用者が活用する場合に，危険性の表現として伝わりづらい可能性がある． 

規模 

発生頻度 

パターン②：
複数要素の
組合せ 

冬期を通した吹雪や降雪の発生頻度は小さいが，一回の暴風雪・大雪の規模が大きい地域
を把握できる． 

規模 

パターン③：
階級化した
危険度 

道路管理者および道路利用者が利用する場合，危険性の表現として伝わりやすいものと考
えられる．一方で，ハザードマップの使用者（道路管理者，道路利用者）ごとに解釈が異
なる可能性がある． 

規模 

発生頻度 
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気象庁が提供する JRA-55 領域ダウンス

ケーリング DSJRA-55（1960～2009 年度冬

期（12～3月），水平分解能 5km格子）6)の

風速（m/s），気温（℃），降雪強度（kg/m2/s）

を用いた．また，気象庁AMeDAS（1990～

2019年度冬期（12～3月）；暴風雪 189地

点，大雪 267地点）の風速（m/s），気温（℃），

積雪深（cm）を用いた．ここでは，道路管

理・道路利用の両方に有用なハザードマッ

プを作成するため，気象モデルによる計算

から解析された値である DSJRA-55 統計値

を，気象庁AMeDAS（1990～2019年度冬期

（12～3 月））の観測値を用いて補正した

（図－１）．各データ処理の詳細や処理方

法の検討について，以下に詳述する． 

4.1.1 データの抽出 

AMeDASとDSJRA-55統計値を比較して

補正に利用する値を求めるため，DSJRA-55

統計値の 5km 格子のうち，AMeDAS 地点

を含む格子データを抽出した． 

4.1.2 補正値の算出 

前項で抽出したDSJRA-55統計値と，該当するAMeDAS

統計値を比較のうえ，補正後の値が 0となる地点が少なく

なるよう，吹雪量・降雪量などの物理量については比を，

発生頻度については差を求め，補正に利用することとした． 

4.1.3 空間内挿 

前項で算出した比や差は，AMeDAS地点における値であ

る．ここでは，面的な DSJRA-55の格子データを補正する

ために，比や差の空間内挿を行い，比や差の面的な推定を

行った．空間内挿は，観測値などの既知のデータを用いて，

周辺のデータを推定する手法である．本開発では，距離の

重みにより加重平均を取る逆距離荷重法 7)を採用した．こ

の方法を用いることで，推定値が周辺の推定データの範囲

内となり，出力値に極端な誤差を生じないものと判断され

る．ここでは，既知のデータとなるアメダスの地点数が 3

～5 地点となるように，推定する格子から半径 50km の範

囲の地点を対象とした． 

4.1.4  DSJRA-55の補正 

DSJRA-55 統計値の各グリッドに対応する比または差の

グリッドを乗算または加算し，アメダスによる一次補正

マップを作成した．ここで，補正した各グリッドの値が 0

以下または無限の場合は，「値なし」とした．補正した結

果，補正前が 0 以上（DSJRA-55 で吹雪や降雪の発生が解

析されている）に対して，補正後が 0以下となる領域が見

られた．この場合，0（現象が発生しない）として取り扱う

と，ハザードマップにより危険側の判断がなされることに

なる．そこで，安全側に判断できるハザードマップを作成

できるよう，補正前後の最大値を採用し（二次補正），最

終的な補正値とした（図－１）． 

4.2 暴風雪および大雪のハザードマップ 

2 章および 3 章で検討した事項と，4.1 節で検討した手

法で補正された DSJRA-55統計値を用いて，暴風雪および

大雪のハザードマップを表－４に示すパターン①～③ごと

に作成し，これらの特徴を示した．吹雪によって生じる道

路上の視程低下や吹きだまりは，気象のほか，雪原や樹林

帯・家屋の様子などの周辺環境や，盛土・切土などの道路

構造にも影響を受けることが知られている．ただし，本開

発でハザードマップ作成に利用した DSJRA-55は水平分解

能 5km格子であることから，ハザードマップはより細かい

空間スケールで変化すると考えられる土地利用や周辺環境，

道路構造の空間分布は考慮していないことに留意されたい． 

4.2.1 パターン①：統計値，パターン②：複数要素組合せ 

暴風雪に関する要素と，ハザードマップで表現される内

容や用途・活用方法を表－５に，各要素の分布を示すハザー

ドマップ（パターン①）を図－２（左上下・中上下・右上）

にそれぞれ示した．また，冬期を通した吹雪の度合いに対

する，一回の暴風雪の厳しさを把握するために，冬期平均

累積吹雪量に対する，24時間最大吹雪量との比（パターン

②）を図－２（右下）に示した．冬期累計吹雪量が多い地

域と，暴風雪の障害度の発生頻度が高い地域は，北海道の

渡島・留萌・宗谷地方の日本海側や，内陸および東部の山

域の一部であった．また，パターン②より，冬期累計吹雪

量が少ない地域では，岩手県の太平洋側で大きな値を示し

た． 

 
図－１ DSJRA-55統計値の補正の流れ 
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つぎに，大雪に関する要素と，ハザードマップで表現さ

れる内容や用途・活用方法を表－６に，各要素の分布を示

すハザードマップを（パターン①）を図－３（左上下・中

上下・右上）にそれぞれ示した．また，冬期を通した降雪

の度合いに対する，一回の大雪の厳しさを把握するために，

冬期平均累積降雪量に対する，24 時間最大降雪量との比

（パターン②）を図－３（右下）に示した．冬期累計降雪

量が多い地域は，北海道では旭川と留萌・稚内地方，日高

と十勝地方，釧路と網走地方の境界の山域，本州では脊梁

山脈の日本海側である．また，大雪の障害度の発生頻度が

高い地域は，北海道では冬期累計降雪量の多い地域と概ね

類似している，その一方で，本州では主に福井県と岐阜県

の山域から新潟県，ならびに山陰地方で多い傾向にあった．

加えて，パターン②では，冬期累計降雪量が少ない東北地

表－５ 暴風雪に関する要素と，ハザードマップで表現される内容や想定される用途・活用方法 

要素 
単位 表現される内容，事象 想定される用途，活用方法 

障害度 数値基準 

障害度 1 

視程 50m 未満（吹雪量

300kg/m/h以上）が3～6時

間継続 

回/10年 
・視程障害により走行環境が悪化し

ている状態の発生頻度 

・走行困難となる可能性がある区間，箇所

を表現（主に利用者への注意喚起） 

障害度 2 

視程 50m 未満（吹雪量

300kg/m/h以上）が 6時間

以上継続 

回/10年 ・視程障害により通行止めが必要な

ほどの障害が予想される吹雪事象

の発生頻度 

・通行止めが発生する可能性がある区間，

箇所を表現（通行止め管理などでの利

用） 

障害度 3 

吹きだまり深さ 20cm 以

上/3h（吹雪量 3000kg/m/3h

以上）が発生 

回/10年 ・車両（軽自動車）の発進が困難とな

る吹きだまり（深さ 20cm）の発生

する程度の吹雪事象の発生頻度 

・吹きだまりにより走行が困難となる可能

性がある区間，箇所を表現（除雪計画，

通行止め管理など） 

24時間最大吹きだまり深さ 
cm  

・1日程度での最大の吹きだまり深さ 
・過去に発生した吹きだまりの最大深さな

ど（除雪体制検討での利用） 

冬期平均累積吹雪量 

kg/m ・冬期全体での吹雪量の総量 

・値が大きい場合には，冬期間を通じ

て平均的に吹雪が発生することが

多い（常襲地域） 

・吹雪に対する耐力を示す指標として想定

（値が大きい箇所は，吹雪の常襲地域で

あり，吹雪に対する耐力が高いと予想） 

 

図－２ 暴風雪のハザードマップ 左上下・中上下・右上；パターン① 統計値，右下；パターン② 要素の組み合わせ 
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方の太平洋側や，長野県中南部から広島県の積雪地域，中

国地方の日本海側沿岸で大きな値を示した． 

4.2.2 パターン③：危険度の階級化 

暴風雪では，表－１で示した暴風雪の障害度 1～3 と，

3.1.2項で示した発生頻度を組み合わせ，これらを交通障害

発生の危険度とし，それらの大小を表－７に階級化した．

また，大雪では，表－１で示した大雪の障害度 1と、既往

最大値および 3.1.2 項で示した発生頻度を組み合わせ，こ

れらを交通障害発生の危険度とした．また，既往文献 8),9)な

どを参考に，豪雪年の多量降雪の発生頻度を 4回以上/1年

と仮定し，40 回以上/10 年を条件に加えた．それらの大小

を表－８に階級化した．表－７と表－８，および DSJRA-

55補正値（図－１）を用いて，暴風雪および大雪のハザー

ドマップを作成した（図－４，図－５）．暴風雪の危険 

表－６ 大雪に関する要素と，ハザードマップで表現される内容や想定される用途・活用方法 

要素 
単位 表現される内容，事象 想定される用途，活用方法 

障害度 数値基準 

障害度 1 
時間降雪量の積算値 

40cm以上/24h 

回/10年 
・車両滞留，通行止めが発生する程度

の降雪量の発生頻度 

・車両滞留，通行止めが生じる可能性が高

い区間，箇所を表現（除雪計画，通行止

め管理など） 

障害度 2 
時間降雪量の積算値 

40cm以上/12h 

回/10年 
・半日で車両滞留，通行止めが発生す

る程度の降雪量の発生頻度 

・短時間で車両滞留，通行止めが生じる可

能性が高い区間，箇所を表現（除雪計画，

通行止め管理などでの利用を想定） 

障害度 3 
時間降雪量の積算値 

20cm以上/3h 

回/10年 ・標準的な除雪 1 サイクル程度の時

間で，車両（軽自動車）の発進が困

難となる降雪の発生頻度 

・除雪 1サイクルの時間内に，走行困難と

なる可能性がある区間，箇所を表現（主

に利用者への注意喚起を想定） 

24時間最大降雪量 
cm 

・1日程度での最大の降雪量 
・過去に発生した降雪量の最大など（除雪

体制検討での利用） 

冬期平均累積降雪量 

cm 
・冬期全体での降雪量の総量 

・値が大きい場合は，多雪地域 

・大雪に対す耐力を示す指標としての利用

を想定（値が大きい箇所は，多雪地域であ

り，降雪の耐力が高いと予想） 

 

図－３ 大雪のハザードマップ 左上下・中上下・右上；パターン① 統計値，右下；パターン② 要素の組み合わせ 
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度は，北海道の渡島・留萌・宗谷地方の日本海側，内陸部

や知床半島の山域，東部の海岸沿いで高い傾向となった．

また，大雪の危険度は，北海道では旭川と留萌・稚内地方，

日高と十勝地方との山域，本州では主に福井県と岐阜県の

山域から新潟県，ならびに山陰地方で高い傾向にあった． 

謝辞：本研究では，気象庁が提供する JRA-55領域ダウン

スケーリング(DSJRA-55)を利用した．またこのデータセッ

トは，文部科学省の補助事業により開発・運用されている

データ統合解析システム(DIAS)の下で，収集・提供された
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表－７ 暴風雪に関する階級化した危険度例 

危険度 説明 
表示要素を基にした判定条件 ※どちらかを満たした場合 

条件 1 条件 2 

危険度 0 
交通障害発生の可能性が低い 視程50m未満 継続3～6時間の履

歴なし（1回/10年未満） 
－ 

危険度 1 
交通障害発生（視程障害）の可能性が

ある 

視程50m未満 継続3～6時間の履

歴あり（1回/10年以上） 
－ 

危険度 2 
重度の交通障害（視程障害，吹きだま

り），通行止め発生の可能性がある 

視程 50m 未満 継続 6 時間以上の

履歴あり（1回/10年以上） 

吹きだまり 20cm/3h 以上の履歴あり

（1回/10年以上） 

危険度 3 
重度の交通障害，通行止めが発生しや

すい 

視程 50m 未満 継続 6 時間以上が

2年に 1回（5回/10年以上）程度 

吹きだまり 20cm/3h 以上が 2 年に 1

回（5回/10年以上） 

危険度 4 
重度の交通障害，通行止めが頻発する 視程 50m 未満 継続 6 時間以上が

1年に 1回（10回/10年以上）程度 

吹きだまり 20cm/3h 以上が 1 年に 1

回（10回/10年以上） 

 表－８ 大雪に関する階級化した危険度例 

危険度 説明 表示要素を基にした判定条件 

危険度 0 交通障害発生の可能性が低い 24時間降雪量の既往最大値が 40cm未満 

危険度 1 交通障害発生の可能性がある 24時間降雪量の既往最大値が 40cm以上 

危険度 2 交通障害，通行止めが発生しやすい 24時間降雪量 40cm以上の発生頻度が 1年に 1回以上（10回以上/10年） 

危険度 3 交通障害，通行止めが頻発する 24時間降雪量 40cm以上の発生頻度が 1年に 4回以上（40回以上/10年） 

 

 

図－４ 暴風雪のハザードマップ；パターン③ 階級化 

 

図－５ 大雪のハザードマップ；パターン③ 階級化 
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